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Ⅰ は じ め に

Zeithaml（1981）は，財やサービスの品質を探索品質（search qualities：購入前に評価

できる品質），経験品質（experience qualities：購入後あるいは消費中に評価できる品

質），信頼品質（credence qualities：購入や消費後も評価できない品質）の三種類に分類

した中で，旅行を経験品質が高い商品として例示した。ここからわかるように消費者に

とって旅行とは，例えば自動車のように試乗することによって事前に品質を確認するこ

とができる商品とは違って，購入決定前に直接的に品質を確かめることができない商品

である。

そのような特徴を持つ旅行を購入しようとする消費者にとって，例えば旅行に関する

パンフレットやガイドブック，雑誌・新聞・TV などのマスメディア，インターネット

や友人・知人からの口コミのような様々な情報源からもたらされる情報が果たす役割は

大きい。したがって，どのような旅行を選択する消費者がどのような情報源を使用して

情報を探索するのか，そして，そうした旅行の購買意思決定状況において行われる情報

処理に関する選択に影響を与える要因がどのようなものであるのかを理解することは，

旅行会社や観光目的地などの観光マーケティングの立場にとって非常に重要である。

────────────
１ 本稿は，筆者が第 23回日本観光研究学会全国大会（2008年 11月 22日－23日，於・長野大学）におい
て報告した「旅行者の購買意思決定における『消費者関与』概念の適用可能性」に大幅に加筆修正した
ものである。
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Nishimura, Waryszak and King（2007）は，日本人の海外旅行者を対象とした調査結果

として，旅行形
2

態によって使用される情報源が異なっていたことを報告している。すな

わち，消費者による旅行形態の選択と使用される情報源の選択との間に何らかの関係が

あるということである。この関係は，因果関係（旅行形態が使用する情報源の選択に影

響を与える，または逆に，使用する情報源が旅行形態の選択に影響を与える）か，相関

関係（「第三の要素」が原因で両方に同じ影響が見られる）のどちらかであると考える

ことができる。

このような，消費者が購買意思決定プロセスにおいて行う情報探索をはじめとした情

報処理の量を規定する要因として，消費者行動研究の分野においては「消費者関与」と

いう消費者の個人的・心理的な概念が関心を集めている（Broderick and Mueller

1999）。また，近年では観光研究およびレジャー研究の分野においても，この概念を援

用した実証的研究が見られるようになっている。

本稿の目的は次の二つである。第一に，消費者が旅行に関する購買意思決定プロセス

において利用する情報源の選択や旅行形態の選択に影響を与える要因（先述の「第三の

要素」）として，この「消費者関与」という概念の適用を検討すること，第二に，観光

研究およびレジャー研究の分野で「消費者関与」を扱った実証的研究においてこの概念

の測定がどのように行われてきたのかについて整理し，今後の研究における課題と展望

を示すことである。

本稿の構成は次のとおりである。まず蠡章では，消費者行動研究の分野における「関

与」概念を「関与水準」と「関与の対象」という二つの点から整理する。続いて蠱章で

は，旅行者の選択行動における関与水準の影響を，情報源の選択，旅行形態の選択の順

で検討する。そして蠶章では，観光研究およびレジャー研究の分野において「関与」を

用いた実証的研究を参照し，「関与水準」の測定に関する課題を指摘する。最後に V 章

では，旅行者行動に「関与」を用いた研究に関する今後の展望を述べる。

Ⅱ 消費者行動研究における「関与」

1 関与とは

消費者行動研究において，「消費者関与（consumer involvement）」あるいは「関与（in-

volvement）」とは，消費者にとっての商品や購買に対する関心やこだわり，および重要

性の程度を意味している。「関与」という用語自体は，社会心理学において Sherif ら

────────────
２ ここで言う旅行形態とは，「Comprehensive package tour participant」（自由度の低いパッケージツアー参
加者），「Flexible package tour participant」（自由度の高いパッケージツアー参加者），「Independent travel-
ler」（個人手配旅行者）のように，旅行中の行動の自由度によって異なる旅行形態のことである。
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（Sherif and Cantril 1947 ; Sherif and Hovland 1961 ; Sherif, Sherif, and Nebergall 1965）が

「社会判断理論」の分野で導入した「自我関与（ego-involvement）」の概念にさかのぼる

ことができる。消費者行動研究の分野においては，Krugman（1965）が広告効果の研究

で初めてこの用語を使用した。関与水準（level of involvement：消費者の関与がどの程

度なのか）は，消費者による情報処理（情報への接触や入手行動，選択の仕方など）や

購買意思決定プロセスの様々な側面に影響を及ぼすとされ（Broderick and Mueller

1999），消費者行動研究の分野における重要な概念のひとつと見なされるようになって

いる（小野 1999）。

この消費者関与という概念については，現在までに研究者の間で十分な意見の一致が

見られておらず，統一的な定義はいまだ存在していない。消費者行動における関与研究

の先駆者である Krugman（1965）は，関与の定義を「ある対象が個人の意識空間に占

める重要度，個人と対象との結びつきの程度」としている。仮にこの定義に依拠するな

らば，消費者関与の概念を用いた研究においては，関与の強さがどの程度であるのか

（関与水準），そして，どのようなものが関与の対象となっているのか，という二点につ

いての検討が必要であるといえる。そのため，関与水準による購買意思決定プロセスへ

の影響について次節において説明し，続いて，関与の対象と分類について議論する。

2 購買意思決定における関与水準の影響

消費者行動研究では，消費者による購買・非購買という結果としての行動のみなら

ず，購買に至る理由を明らかにするために，心理的なプロセスを重視した意思決定モデ

ルがこれまでに数多く提案されてきた。そうした消費者行動の基本となる意思決定プロ

セスは，大きく分けると次のような「刺激－反応型」と「情報処理型」の二つの考え方

がある。

まず，前者の「刺激－反応型」は，1960年代に登場した Howard-Sheth モデルに代表

されるもので（Howard and Sheth 1969），例えば広告や値引きのような外部からの刺激

によって購買という反応が導かれるとする考え方であり，消費者が自ら考えて動くので

はなく刺激を受けてから行動が始まることから，受動的な消費者を仮定しているという

特徴を持っている。一般に「刺激－反応型」の意思決定は，購買の結果が期待通りでな

くてもあまり後悔しないで済むような，例えばスーパーマーケットでの低価格の日用品

の購入のような場合によくみられるとされている。

これに対して，後者の「情報処理型」の意思決定プロセスは 1960年代後半以降に登

場した理論で，1970年代後半に Bettman が提唱したモデルに代表される（Bettman

1979）。前者とは異なって自ら設定した目標を達成するために積極的に情報収集する能

動的な消費者を仮定するが，消費者の情報処理能力には限界があるという立場に立つと
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同時に，購買する製品や購買の目的によってその能力の配分が決定されるとしている。

つまり，自分にとって関心が高く，重要と思われる製品やサービスの選択には時間や手

間がかけられるのに対して，あまり関心もなく重要ではない選択はできるだけ簡単に行

われるということである。一般に，例えば住宅のような高額な購買の場合，広告や値引

きといった外部からの刺激で購買が喚起されることは少なく，消費者は事前に積極的に

情報を集めてよく考えてから決めるという「情報処理型」の意思決定を用いるとされて

いる。すなわち，間違った選択をした場合の機会損失が大きいような購買決定における

消費者の行動を説明するのが，この「情報処理型」の意思決定プロセスである。

消費者は場合によってこれら二つの意思決定プロセスを使い分けるが，一般的には関

与水準が高い場合ほど後者の「情報処理型」の意思決定プロセスが用いられるとされて

いる。例えば濱岡（1994）は，消費者の情報探索に影響を及ぼすと考えられる個人的要

因や社会的要因について調査分析し，個人的要因については，関与水準が高いほど情報

探索と情報の発信が多い傾向があることを明らかにしている。

3 関与の対象と分類

本章の 1節で述べたように，現在のところ消費者関与の定義について研究者の間で十

分な意見の一致がなされていない。また，そのことに関連して，研究者によって様々に

異なった関与概念が提案されている状況であ
3

り，それらを整理することがまず必要であ

る。ここでは青木（1989）による分類に基づき，第 1表のように整理した。

これらの様々な関与概念のなかで，消費者行動論において特に重要なものとして堀

（1991）は，状況特定的関与に分類されている購買関与（purchase involvement：特定の

購買意思決定状況に対する関与）と，対象特定的関与に分類されている製品関与（prod-

uct involvement：特定の製品カテゴリーに対する関与）の二つを挙げている。第 1表に

沿って記述すれば，前者の購買関与は状況特定的で一時的なもの，すなわち状況的関与
────────────
３ 詳しくは青木（1989）および堀（1991）を参照。
４ 青木（1989）は，第 1表にまとめた「関与の対象による分類」と「関与の持続性ないし状況特定性によ
る分類」の他に，「関与の動機的基盤に基づく分類」という分類基準も用いている。それは，認知的関
与（cognitive involvement）であるか感情的関与（affective involvement）であるかという分類である。

第 1表 消費者関与概念の分類

持続性 状況特定性 既存の関与概念との対応

対象特定的関与 永続的 状況横断的 自我関与，永続的関与，製品関与，ブランドコミットメント

状況特定的関与
（課題特定的関与）

一時的 状況特定的 状況的関与，購買関与（購買重要性）

出典：青木（1989）を基に筆者が一部改
4
変
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（situational involvement）に含まれるのに対し，後者の製品関与はある程度永続的で状況

横断的，すなわち永続的関与（enduring involvement）に含まれる。ここではこの状況的

関与と永続的関与との違いについて，もう少し詳しく述べることにする。

状況的関与とは，例えば自動車の購入を検討しているというような特定の購買意思決

定状況において様々な車種に対する関心が一時的に高まるようなものであり，したがっ

てその関与水準は状況に応じて変動する。すなわち，その消費者は自動車という製品そ

のものに対して関与しているというよりも「自動車を購買する」という状況に対して関

与しているので，いったん購入する自動車を決定してしまえば関心は低下するが，また

次に買い替えを検討する状況になると関心が高まる。

状況的関与と消費者の情報処理との関係については，例えば池尾（1993）が家電製品

の購買意思決定プロセスにおける消費者の情報探索量が購買関与の水準に依存している

ことを明らかにしている。消費者は購買関与の水準が高いほど，より多くの情報を集め

ようと積極的な情報探索を行うということである。

一方，後者の永続的関与とは，ある製品カテゴリーに対して長期にわたって継続的に

関心を寄せることであり，その関与水準は一時的な購買目標の有無に左右されない。購

買状況には依存しないこのような永続的関与の代表的なものが，ある製品カテゴリーに

対する関与，すなわち製品関与である。例えば，近いうちに自動車の購入を検討する状

況ではなくても常に新しい車種の発表に関心を持っているような，いわゆる「自動車好

き」の消費者は，自動車に対する永続的関与が高いと言い換えることができる。

永続的関与と消費者の情報処理との関係については，ある製品カテゴリーに対して関

与の高い消費者は，購買状況の有無や購買の前後に関わりなくその製品カテゴリーに関

心を持つため，製品情報を継続的探索（ongoing search），すなわち購買意思決定をする

必要があるかないかに関わらず日常的に情報を集めていることが指摘されている

（Bloch, Sherrill and Ridgway 1986）。したがって，このような消費者は先述した購買関与

が高い消費者とは違って，購買状況に直面しても改めて情報を多く集める必要がないと

もいえる。

このように見てくると，消費者が旅行に関する購買意思決定状況において利用する情

報探索との消費者の旅行に対する関与との関係について検討している本稿においては，

様々な側面を持つ関与概念について少なくとも状況的関与（購買関与を含む概念）と永

続的関与（製品関与を含む概念）との二つに分けて考えることが重要である。したがっ

て以下では，この二つの関与概念を用いて，旅行者の選択行動における関与の影響につ

いて検討する。
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Ⅲ 旅行者の選択行動における関与の影響

1 旅行情報源の選択と関与水準について

本章では旅行者の購買意思決定プロセスにおける関与の影響について検討する。まず

この節では，旅行情報源の選択と関与水準との関係を取り上げる。

清水（2004）は，旅行商品を選択する際に消費者が利用する情報源の組み合わせを調

査し，MDS（多次元尺度法）を用いた分析で情報源が大きく四グループに分類される

という結果を報告している。まず一つのグループは旅行商品の購入後に参考にする情報

源で，情報源の性質に関係なくひと固まりになり，残りは次の三つに類型化された。

‐ チラシや新聞，車内街頭広告などの，受動的な情報源

‐ 実際に旅行に行く際に積極的に情報収集する口コミや雑誌，インターネットな

どの能動的な消費者が得られる情報源

‐ 旅行会社などから直接送られてくるダイレクトメールと通販カタログといっ

た，個人に特化した情報源

すなわちこの調査結果から，旅行商品の購買意思決定プロセスには受動的な情報源だけ

で選択する「刺激－反応型」の決定方法と，能動的に自ら積極的に情報収集して選択す

る「情報処理型」の決定方法，そしてターゲットを個人に絞った情報源を使った決定方

法の三つが混在していることが示された。さらに清水は，「今回の調査では，消費者の

当該商品に関する関与水準との関係は見られなかったが，関与水準の違いが，この利用

する情報源の違いに表れているのではないか，という仮説が導かれる」（p. 124）とし

ている。

さらに，清水は別稿（2006）において，回答者を「受動的消費者」（すべての段階で

チラシを利用している消費者），「能動的消費者」（普段接しているメディア，比較検討

時に利用するメディア，購入時に利用するメディアすべてでパンフレットを用いている

消費者），「折衷型消費者」（すべての段階でダイレクトメールを利用している消費者）

に分類し，それぞれの「旅行に関する関与度合い」の分析を試みている。「能動的消費

者」が関与水準を測定する基準として設けた項目すべてについて他の消費者タイプより

も高いあるいは同等の得点であることなどから，「メディアとして能動的な情報源を利

用している消費者の方が，折衷型や受動型の消費者よりも当該商品に対する関心度合い

が高いことがわかる」（p. 155）としている。

これらの結果は，第一に，必ずしもすべての消費者にとって旅行という製品カテゴリ
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ーに対する関与が高いとは限らないことを示している。多くの消費者にとって一般に旅

行とは年に何度も頻繁に行うような行動ではなく，多額の支出を伴う場合も多く，選択

に失敗してもやり直すことができないものである。したがって，旅行は「情報処理型」

の意思決定プロセスが使用されるような「高関与」型の製品であると考えられがちであ

るが，これらの結果からは，実際には「刺激－反応型」の意思決定を行っている消費者

も存在していて，旅行という製品カテゴリーに対する関与が高い消費者と低い消費者が

いるということがわかる。

そして第二に，旅行という製品カテゴリーに対する関与の水準によってそれぞれの消

費者が利用する情報源が異なる可能性があることを示唆している。このことは，本稿が

関心を持つ，消費者による旅行形態の選択と使用される情報源の選択との間の関係を考

える上で重要である。すなわち，旅行に対する製品関与が情報源の選択に影響している

ならば，それが旅行形態の選択にも影響することによって，結果として情報源の選択と

旅行形態の選択との間に相関がみられることにつながっているかもしれないからであ

る。

この節で取り上げた清水による研究（2004, 2006）では，旅行という製品カテゴリー

に対する関与，すなわち永続的関与に着目しているものの，状況的関与の水準について

は残念ながら触れられていない。消費者は旅行という製品カテゴリーに対する関与とは

別に，調査の対象となった旅行商品を購買するという状況に対する関与の度合いが異な

る場合が想定できる。すでに本稿の蠡章 3節において触れたように，状況的関与に含ま

れる購買関与については，情報探索量との間に正の相関関係が示唆されている。したが

って，この研究においても製品関与と購買関与を別々に測定した上で分析が行われてい

れば，さらに興味深い結果が得られた可能性があるだろう。

2 旅行形態の選択と関与水準について

続いて，旅行形態の選択と関与水準との関係について検討する。Nishimura et al.

（2007）は，日本人の海外旅行者を対象とした調査結果として，旅行形態によって使用

される情報源が異なっていたことを報告している。前節で触れたように旅行という製品

カテゴリーに対する関与の水準が消費者の情報探索に影響する（清水 2004, 2006）ので

あれば，同様に旅行形態の選択にも何らかの影響を及ぼすとも考えられるのではないだ

ろうか。

消費者による旅行形態の選択については，個人の海外旅行歴の変遷について面接調査

した Takai-Tokunaga（2007）による研究が興味深い。そこでは，旅行経験が豊富な消費

者は，個人手配旅行ばかりするグループと様々な旅行形態を使い分けるグループとに分

化することが報告されている。特に後者は，旅行の目的や同行者，旅行先などによって
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個人手配旅行からパッケージツアーまで様々な自由度の旅行形態を使い分けるという特

徴を持っていることから「versatile tourist」，すなわち「自由自在型」と命名されてい

る。

過去の旅行経験が豊富な消費者は，基本的に旅行そのものに対する関心やこだわりが

高いという，製品関与の高い消費者であると推察できる。そのため，旅行会社によるお

仕着せの内容やスケジュールに従うのではなく，自由度の高い旅行形態（個人手配旅

行）を選択する傾向にある。しかしその中で，後者の「自由自在型」の旅行者に分類さ

れた消費者は必ずしも旅行会社に頼らずに個人手配旅行を行うことに固執するのではな

く，その時々の旅行の状況に応じて最適と考えられる旅行形態を選択している。関与の

概念を用いてこのことを言い換えると，彼らの場合には旅行に対する製品関与の水準は

高いものの，旅行形態の選択においては購買関与（状況的関与）の水準が強く影響して

いるという説明が成り立つのではないだろうか。すなわち，旅行形態の選択という意思

決定においては，製品関与だけでなく購買関与の水準にも依存する可能性が考えられる

のではないだろうか（第 2表）。

その一方で，旅行そのものに対する関心やこだわりが低い，そもそも製品関与の低い

消費者も存在する。彼らは利便性は高いが自由度の低い旅行形態（パッケージツアー）

を選択する傾向にあるが，これは関与水準の影響とともに，旅行スキルの低さのために

個人手配旅行という選択をすることが困難であることから説明できるであろう。

Ⅳ 「関与」の測定における課題

1 旅行に対する永続的関与と状況的関与

本稿ではここまで，Nishimura et al.（2007）によって報告された旅行形態の選択と使

用される情報源との選択の関係の説明変数として，消費者の関与水準を検討してきた。

蠱章では旅行情報源の選択と関与水準の関係について，さらに旅行形態の選択と関与水

準の関係についてそれぞれ考察したが，これらに関してより精緻な説明を行うために

は，蠡章で触れたように関与概念を永続的関与（製品関与を含む概念）と状況的関与

第 2表 旅行形態の選択と関与水準との関係

旅行に対する製品関与（永続的関与）の水準

高 低

旅行に対する購買関与
（状況的関与）の水準

高 個人手配旅行
パッケージツアー

低 パッケージツアー

出典：筆者作成
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（購買関与を含む概念）とに分けて捉える必要性があることがここまでの議論から指摘

できよう。

旅行に対する消費者の永続的関与と状況的関与という二つの概念を比べると，前者は

短期的には変動しない，静的な性質を持つのに対して，後者は動的な，ダイナミックな

性質を持つものであるといえる。後者をより具体的に述べるならば，例えば消費者にと

って同じ「旅行へ行く」という行動を取る際にも，その旅行の場合にはどのような目的

で行くのか，あるいはどこへ行くのか，誰と行くのか，といった「状況」の違いによっ

て，「前回の旅行に対しては非常に関心があったが，今回の旅行はさほど関心がない」

というように，当該旅行に対する関与水準が以前の旅行の場合とは異なることが容易に

ありうる。このように旅行機会ごとに変動するような旅行に対する関与は，関与の対象

が旅行という「製品カテゴリー」ではなく，当該旅行をめぐる「状況」であるといえ

る。すなわち，同じ消費者によって同じ旅行という製品カテゴリーに関して行われる購

買意思決定であっても，その際の選択パターンが全く異なったものになりうるというこ

とが，状況的関与の概念を援用することによって説明できるようになる。

したがって，本稿でこれまで検討してきたような，旅行に関する様々な購買行動を関

与水準の違いによって理解することを試みる実証的研究を今後実施していくとすれば，

関与水準をいかにして測定するのかという問題を解決する必要があるが，それをより細

かく言うならば，永続的関与と状況的関与という二つの関与概念の水準をどのようにし

て別々のものとして測定するのかという問題となってくる。

そこで次節では，観光研究およびレジャー研究の分野において関与を扱った先行の実

証的研究において，この二つの関与概念の水準測定がそれぞれどのように行われてきた

のかを取り上げ，関与を測定するための尺度における課題を述べる。

2 観光研究およびレジャー研究における「関与」の測定

消費者行動研究の分野において関与概念は，初期には消費財を対象とした研究で用い

られていたが，1980年代以降になると旅行やレジャー活動などのサービスの消費行動

にも幅広く応用されるようになった。特にレジャー研究の分野では消費者行動と関与と

の関連についてこれまでに多くの実証的研究が蓄積されてきており，例えば活動への参

加頻度や支出額（Havitz, Dimanche and Bogle 1994），活動の継続（Backman and Crompton

1989）などと関連しているという報告がなされている。このような研究成果は，1980

年代から積み上げられてきた関与水準を数量化する尺度の開発により，実証的研究の条

件が整ったことで生み出されてきた。

レジャー研究および観光研究の分野で関与を扱った実証的研究において，現在までに

最もよく用いられる関与の尺度として，Zaichkowsky（1985）が開発した「Personal Involve-
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ment Inventory」（PII）と Laurent and Kapferer（1985）が開発した「Involvement Profile」

（IP）の二つが挙げられる。

前者の Zaichkowsky（1985）が開発した PII は，単次元の尺度である。レジャー研究

および観光研究の分野でこの尺度を用いた実証的研究としては，Clements and Josiam

（1995），Josiam, Kinley and Kim（2005）などが挙げられ，これらの研究では購買関与，

すなわち状況的関与の測定に使用されている。しかし，尺度を開発した Zaichkowsky

自身は，PII は「製品に関する個人の関与を測定するために設計された」（1985, p. 349）

としており，本来は製品関与，すなわち永続的関与を測定の対象として提案されたもの

である。

一方，後者の Laurent and Kapferer（1985）が開発した IP は，関与を直接測定しよう

とするのではなく，関与の「先行要因」となる複数の要
5

素を測定しようとする多次元の

尺度である。もともと IP は耐久消費財を関与対象とした研究の中で開発されたが，そ

の後，Dimanche, Havitz and Howard（1991）によってレジャー研究および観光研究にも

応用され
6

た。その後，レジャー研究および観光研究の分野でこの尺度を用いて行われた

実証的研究としては，Dimanche, Havitz and Howard（1993），Gross and Brown（2006），

Gursoy and Gavcar（2003），Havitz et al.（1994），Iwasaki and Havitz（2004），坂口・菊

池（2002）など，多数みられる。これらの研究において測定されている関与の対象は，

必ずしも本文中に明確に記されていない場合もあるものの，製品関与，すなわち永続的

関与である。

このように，レジャー研究および観光研究においては永続的関与に対してこれまでに

多くの関心が寄せられ，その測定には Laurent and Kapferer（1985）が開発した IP（あ

るいはそれを基にした尺度）を用いる流れとなっている。しかし，Harvitz and Mannell

（2005）が指摘するように，状況的関与については実証的研究の対象とされることが少

ないだけでなく，どのようにして測定されるべきかについての合意もいまだなされてい

ない。彼らは永続的関与と状況的関与と「フロー」概念（Csikszentmihalyi 1975）の関

係性を検討した研究において，これら二つの関与概念を区別して考慮するべきであると

────────────
５ IP では，製品に対して消費者個人が知覚している主観的な重要性の程度を示す「重要性（impor-

tance）」，快楽的な価値や情緒的なアピール，楽しみの程度を表す「楽しみ（pleasure）」，製品購入や使
用場面に付随する象徴的，記号的な価値の程度を示す「記号性（sign）」，消費に伴って知覚されるリス
クの程度を示す「リスク（risk）」が想定されており，リスクはさらに製品を購入した結果，後悔するよ
うな状況に陥ることが個人にとってどの程度重大なことなのかを示す「リスクの重大性（risk conse-
quence）」とそのような結果がどの程度の確率で起こると感じているかを示す「リスクの可能性（risk prob-
ability）」の下位概念で構成される。

６ Dimanche et al.（1991）は，もともと耐久消費財を対象とした関与を測定する目的で開発された IP をレ
ジャー活動に対する関与の測定に適用した場合には，異なった因子構造が得られることを報告してい
る。「重要性（importance）」と「楽しみ（pleasure）」が一つの因子として抽出されるため，これを「ア
トラクション（attraction）」と命名し，レジャー活動に対する関与に特有の構造と捉えている。
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主張しながらも，状況的関与を測定するための信頼性と妥当性を兼ね備えた尺度が存在

しないために，永続的関与の尺度である IP の短縮版を用いて状況的関与を測定するこ

とを実際には選択している（Harvitz and Mannell 2005）。このように，永続的関与の測

定尺度が開発されて実証的研究に用いられている一方で，状況的関与をどのように測定

するのかという大きな課題が残されているのが，観光研究およびレジャー研究の分野に

おける関与研究の現状である。

Ⅴ 結びにかえて

本稿では，消費者が旅行に関する購買意思決定を行う際に利用する情報源の選択や旅

行形態の選択に影響を与える要因として，「消費者関与」という概念の適用を検討して

きた。消費者行動の分野における先行研究に依拠して概念の整理を行うことにより，関

与水準が消費者の旅行に関する情報処理行動と旅行形態の選択の両方を規定しているこ

と，特に旅行形態の選択には永続的関与である製品関与と状況的関与である購買関与の

両方の水準が関係することを示唆し，この二つの関与概念を区別して捉えることの重要

性を指摘した。その上で，観光研究およびレジャー研究の分野においては永続的関与を

用いた研究は多数みられるものの，状況的関与の水準を測定するための尺度の検討が不

十分である現状を報告した。

旅行に関する購買行動の説明に関して関与水準のような心理的な変数を考慮するとい

う本研究の試みは，今後様々に発展する可能性を秘めているように思われる。但し，状

況的関与の水準測定に課題が残されている現状においては，当面，様々な旅行者行動を

永続的関与との関係から検討することになろう。例えば，本稿の蠱章 2節において個人

による旅行形態の選択に言及しているが，日本人全体としての海外旅行形態の歴史的な

変遷についてはどうだろうか。日本人による観光目的での海外旅行の旅行形態は 1970

年代には団体旅行とパッケージツアーによる割合が圧倒的多数であったが，1990年代

以降その割合が減少し，近年は個人手配旅行が市場の半分程度を占めるようになってい

る（西村 2008）。関与概念を援用することによって，この現象を海外旅行という製品カ

テゴリーに対する永続的関与の水準が高い消費者の増加と捉えることができるかもしれ

ない。

また，本稿では，旅行形態の選択と旅行情報源の選択を中心に扱ったため触れてこな

かったが，消費者による同一製品のリピート購入や使用を関与概念からみることも可能

であろう。ある製品カテゴリーに対する永続的関与の水準は，そのカテゴリーに属する

製品の購入頻度や使用頻度に正の影響を及ぼすとも言われている（Havitz et. al. 1994；

堀 1991）。このことから，例えばここ数年で指摘されるようになった「若者の海外旅
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行離れ」という現象（中村・闍井・西村 2009）について，現在の若者世代の海外旅行

に対する永続的関与の水準が 1980年代や 90年代当時の若者世代よりも何らかの理由で

低下しているという仮説が立てられるかもしれない。

このような様々な旅行者行動への理解に向けて関与概念を援用する研究を今後進展さ

せていくためには，ある人の現時点での関与水準を測定するということだけにとどまら

ず，どのような人が高関与なのか，言い換えれば，関与水準は一体どのように規定され

るのかという構造を探索するような基礎的な取り組みも重要であろう。その意味では，

ある人がある対象に対して関与を持つということ自体のはじまり（起源）のメカニズム

（Bloch, Commuri and Arnold 2009）について解明を進めることも有用と考えられる。
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